
平成２４年度行政評価（概要）

１．政策・施策評価
(1) 「安心・活力・発展プラン２００５（２０１２改訂版）」に掲載された指標の達成状況

「安心・活力・発展プラン２００５（２０１２改訂版）」において、施策ごとに設定

した目標指標の平成２３年度の達成状況については、「達成」及び「概ね達成」が全体

の９０．０％となっています。

※目標指標１９２指標のうち、３指標については２３年度実績が未確定であったことなどから、

達成状況の評価を行っていません。

（指標の達成状況）

施策ごとに設定した指標の数値目標をどれだけ達成したかを４段階で示しています。

「当年度実績」÷「当年度目標値」で判定

ア 100%以上 （目標を達成している） ～ 達成

イ 90%以上100%未満 （目標を概ね達成している） ～ 概ね達成

ウ 80%以上 90%未満 （目標達成度が不十分である） ～ 達成不十分

エ 80%未満 （目標達成度が著しく不十分である） ～ 著しく不十分

(2) ｢指標評価」と「今後の方向性」

プランに掲げる全５７施策の指標による評価については、「達成」、「概ね達成」を

合わせ９８．３％となっています。

また、プラン推進委員会などからの意見等を踏まえた今後の方向性については、

３６の施策について、今後その取組を拡充したいと考えています。

達 成 ４０ （70.2%）

概 ね 達 成 １６ （28.1%）

達成不十分 １ （ 1.7% ）

著しく不十分 ０ （ 0% ）

合 計 ５７ （100.0%）

指 標 評 価

拡 充 ３６ （63.2%）

現 状 維 持 ２１ （36.8%）

見 直 し ０ （ 0% ）

合 計 ５７ （100.0%）

今 後 の 方 向 性

118 ( 62.5% ) 52 ( 27.5% ) 14 ( 7.4% ) 5 ( 2.6% )

( 90.0% ) ( 10.0% )

安 心 62 ( 64.6% ) 29 ( 30.2% ) 4 ( 4.2% ) 1 ( 1.0% ) 96 ( 100.0% )

活 力 28 ( 65.1% ) 10 ( 23.3% ) 5 ( 11.6% ) 0 ( 0.0% ) 43 ( 100.0% )

発 展 28 ( 56.0% ) 13 ( 26.0% ) 5 ( 10.0% ) 4 ( 8.0% ) 50 ( 100.0% )

区 分 達 成 概ね達成 達成不十分 著しく不十分

分
野
別

２３年度達成状況 189 (

計

)
170 19

100.0%
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２．事務事業評価
評価結果は以下のとおりですが、業績評価等を勘案したうえで、今後の方向性を検

討し、１７３事業について見直し、６３事業について廃止・終了などとなっています。

（結果の詳細は別添参照）

(1) 成果指標の達成状況

①成果 ②県が実施する必要性 ③効率性

区分 本数（割合） 区分 本数（割合） 区分 本数（割合）

達成 252( 63.6%) 民間団体によ 6( 1.2%) 図っている 283( 57.9%)
る実施が妥当

概ね達成 88( 22.2%) 県による実施 456( 93.1%) 一部図って 111( 22.7%)
が必要 いる

達成不十分 28( 7.1%) 国による実施 3( 0.6%) 図れていな 2( 0.4%)
が妥当 い

著しく不十分 28( 7.1%) 市町村による 6( 1.2%) 図れない 93( 19.0%)
実施が妥当

ＮＰＯとの協 19( 3.9%)
働が可能

計 396(100.0%) 490(100.0%) 489(100.0%)

（成果の達成状況等について）
①「成果」

・事業毎に設定した成果の数値目標をどれだけ達成したかを示す指標
「当年度実績」÷「当年度目標値」で判定
ア 100%以上 （目標を達成している） ～ 達成
イ 90%以上100%未満（目標を概ね達成している） ～ 概ね達成
ウ 80%以上 90%未満（目標達成度が不十分である） ～ 達成不十分
エ 80%未満 （目標達成度が著しく不十分である） ～ 著しく不十分

（注）事業の性格上計画（目標）を設定することが困難である場合などには、成
果の評価対象外としている。

②「県が実施する必要性」
・県が実施すべき事業として今後も継続する必要性があるかを検証

ア 民間やNPOによる実施が妥当な場合 ～ 民間による実施が妥当
イ 県による実施が必要な場合 ～ 県による実施が必要
ウ 国による実施が妥当もしくは類似の事業を行っている場合

～ 国による実施が妥当
エ 市町村による実施が妥当もしくは類似の事業を行っている場合

～ 市町村による実施が妥当
オ ＮＰＯ等との協働による実施が可能な場合 ～ ＮＰＯとの協働が可能

③「効率性」
・事業の実施方法の効率化をどのように図っているかを検証

ア 効率化を図っている場合 ～ 図っている（拡大困難）
イ 効率化を一部図っている場合 ～ 一部図っている（拡大可能）
ウ 効率化を図れていない場合 ～ 図れていない（見直し可能）
エ 効率化を図れない場合 ～ 図れない（見直し困難）
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(2) 総合評価

区分 現状 見直し等 計

維持 見直し 廃止・終了 休止

総合評価 254(51.8%) 236(48.2%) 173(35.3%) 63(12.9%) 0( 0.0%) 490(100.0%)

分 安心 129(56.8%) 98(43.2%) 74(32.6%) 24(10.6%) 0( 0.0%) 227(100.0%)

野 活力 73(45.9%) 86(54.1%) 66(41.5%) 20(12.6%) 0( 0.0%) 159(100.0%)

別 発展 52(50.0%) 52(50.0%) 33(31.7%) 19(18.3%) 0( 0.0%) 104(100.0%)

３．行政評価の県政への反映
評価結果については、予算や組織の編成に先立って県政推進の基本的な方向を示す

「県政推進指針」に反映するとともに、実施中の事業についても、今後の事業展開に

活かしていきます。
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（別添）

① 評価事業本数

区分 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 24-23

本数 627 620 807 334 295 318 335 342 460 482 490 8

② 評価結果

本数 割合 本数 割合 本数 割合 本数 割合 本数 割合 本数 割合

達成 246 67.1% 252 63.6% 5 2.8% 6 1.2% 283 55.6% 283 57.9%

概ね達成 76 15.6% 88 22.2% 451 90.6% 456 93.1% 116 27.0% 111 22.7%

達成不十分 27 8.3% 28 7.1% 3 0.5% 3 0.6% 2 0.0% 2 0.4%

著しく不十分 28 9.0% 28 7.1% 3 0.9% 6 1.2% 81 17.4% 93 19.0%

20 5.2% 19 3.9%

合計 377 100.0% 396 100.0% 482 100.0% 490 100.0% 482 100.0% 489 100.0%

本数 割合 本数 割合 本数 割合 本数 割合 本数 割合 本数 割合 本数 割合 本数 割合

152 45.4% 136 39.8%367 45.5% 132 39.8% 134 45.4%

0.0% 0 0.0% 0 0.0%

現状維持 332 53.0% 330 53.2%

0.5% 2 0.6% 1 0.3% 0休 止 3 0.5% 2 0.3% 4

173 54.4%

21.7% 120 35.8% 144 42.1%215 26.6% 105 30.8% 85 28.8%

23.1%

23.9% 63 18.8% 62 18.1%

見直し 203 32.4% 193 31.1%

27.4% 95 28.8% 75 25.4% 76小計 89 14.2% 95 15.3% 221

69

14 4.1%

終 了 63 10.0% 75 12.1%

4.0% 18 5.7% 7 2.4% 15

61 19.2% 53 15.8% 48 14.0%189 23.4% 77 23.1% 68

廃 止 26 4.1% 20 3.2% 32 4.7% 10 3.0%

ＮＰＯとの協働
が可能

合計 合計

総 合 評 価

区分
14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

県による実施が
必要

一部図っている

国による実施が
妥当

図れていない

市町村による実
施が妥当

図れない

24年度
区分

23年度 24年度

民間団体による
実施が妥当

図っている

○平成２４年度事務事業評価結果

成果 県が実施する必要性 効率性

区分
23年度 24年度

区分
23年度

(２４年度評価の基準）

項目

項目 方向性

見直し

廃止

休止

終了

現状維持

評価基準

県が実
施する
必要性
の検証

効率性
の検証

市町村による実
施が妥当

ＮＰＯとの協働
が可能

図っている
（拡大困難）

一部図っている
（拡大可能）
図れていない

（見直し可能）
図れない

（見直し困難）

国による実施が妥当もしくは類似
の事業を行っている場合

80%未満

実績値
／

目標値

成果の
評価

著しく不十分

判定基準評価

23年度末、又は24年度末で終了する場合

見直し、廃止、休止、終了を行わず、事業を継続する場合

方向性

効率化を図れない場合

取組の状況

24年度で見直し、又は25年度で見直しを予定している場合

23年度末、又は24年度末で廃止する場合

ＮＰＯ等との協働による実施が可
能な場合

効率化を図っている場合

効率化を一部図っている場合

効率化を図れていない場合

24年度から、又は25年度から休止する場合

市町村による実施が妥当もしくは
類似の事業を行っている場合

民間やＮＰＯによる実施が妥当な
場合

休 止 2 0.4% 1 0.2% 県による実施が必要な場合

見直し 170 37.0% 172 35.7%

現状維持 224 48.7% 231

民間団体による
実施が妥当

0 県による実施が
必要

国による実施が
妥当

100%以上

90%以上100%未満

達成

概ね達成

達成不十分終 了 38 8.3% 52 10.8%

廃 止 26 5.6% 26 5.4%

80%以上 90%未満

合計 627 100.0% 620 100.0% 807

24年度

本数

小計 64 13.9% 78 16.2%

本数 割合 本数 割合

100.0% 335 100.0% 342 100.0%100.0% 334 100.0% 295 100.0% 318

0.0%

254 51.8%

490 100.0%

総 合 評 価

割合

14 2.9%

49 10.0%

63 12.9%

173 35.3%

区分
22年度 23年度

47.9%

合計 460 100.0% 482 100.0%
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